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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本論文は、1970 年代後半からのアメリカ経済の転換・再編過程、特に製造業を中心とした経済構
造からサービス業を中心とした経済構造への転換の時期を対象にして、製造業企業の再編を検討した
ものである。本研究の基本的な関心は、1980 年代のアメリカ製造業の競争力低下からどのように脱
出し、1990 年代以降収益の回復を達成してきたか、ということである。1990 年代以降の製造業の競
争力および収益の回復を解明するため、先行研究を踏まえて製造業企業のリエンジニアリングを生産
システムの転換より重視している。1980 年代から 2000 年代初頭まで、アメリカ製造業を取り巻く
経済構造が大きく変化したため、その解明にあたり、1980 年代の製造業の競争力低下の研究と 1990
年代以降の事業再編の研究を合わせて、分析している。 
第 1 章では、1970 年代後半以降の主要製造業の衰退と国際競争力問題を検討している。戦後アメ
リカ経済を下支えした主要製造業の衰退について、国際競争が激しくなった 1980 年代を主な対象に
して、製造業の生産性、賃金率、利潤率などの要因分析を行ったうえで、1980 年代に大きく展開し
た労使関係と労働市場の変容を分析している。特に企業の利潤圧縮の主要因であった労働コストの削
減が、組合回避、組合との譲歩交渉（賃金・付加給付の削減など）、規制的労働慣行の弱体化、非正
規雇用労働者の採用などをともないながら、1980 年代に大きく転換していく過程が強調されている。
また、この時期に産業界・行政府などが取り上げた製造業の国際競争力の低下問題を合わせて検討し、
同時期に実施された競争力強化策についても考察している。 
第 2 章では、1990 年代以降の製造業の改善、特にリエンジニアリングの製造業の再編への貢献に
注目して分析している。第 1 章で明らかにされた労使関係の大きな変化を踏まえたうえで、製造業
企業によって展開されたリエンジニアリングが、一方ではコスト削減戦略として展開され、他方では
高付加価値戦略として展開されていったことを明らかにしている。1980 年代の生産労働者の雇用削
減に比して比較的安定していた間接部門雇用が 1990 年代の情報化投資により削減されるとともに、
職務が再編される過程を解明している。 
第 3 章では、第 2 章で検討されたコスト削減の事業戦略の一つであるオフショアリングと呼ばれ
るサービス業務の在外生産と在外調達を検討している。情報化技術の発展によって、従来まで国境を
越えて取引できなかったサービス業務までが在外生産と在外調達が可能となり、実際にはコスト削減
戦略として展開していることを現地調査による研究を組み込んで明らかにしている。特に製造業のコ
スト削減に対する貢献、また情報化投資とリエンジニアリングの関係が強調されている。 
第 4 章と第 5 章では、General Electric（GE）と International Business Machines（IBM）の個
別企業の事例を取り上げることで、経済全体の動向と高付加価値創造としてサービス重視の事業戦略
を分析している。個別事例として取り上げられている両社は、アメリカにおいて特に重要な大企業で
あり、経済全体の動向を顕著に反映して行動している企業である。1980 年代以降、製造業の大部分
を段階的に放棄し、製造業よりも付加価値が高い最先端技術分野やサービス事業を重視するようにな
っている。グローバリゼーションが進むなかで、リストラクチャリング、リエンジニアリングや M&A
のような方法により高収益業種を持続的に拡充・発展していることが指摘されている。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、「レーガン景気」に沸きながらも製造業の国際競争力の低下が進んだ 1980 年代からリ
エンジニアリング、オフショアリング、「製造業におけるサービス化」が進んだ 2000 年代初頭まで
の製造業の変貌を、製造業の全体動向と企業レベルの個別事例という二つの視点から分析したもので
ある。 
本論文の特徴は、1990 年代に顕著となったアメリカ製造業の新たな事業再編傾向であるオフショ
アリングや「製造業のサービス化」を、いずれも 1980 年代に重大な問題となったアメリカ製造業の
国際競争力の低下からの脱出策として位置付け、統一的に捉えた点にある。また、個別企業のケース･
スタディや現地調査を組み入れることによって、全体の課題を具体化し説得的に論じている。 
従来の研究では、個別企業の事業再編を経営戦略論の視点から解明することに留まっていたが、本
研究は企業を取りまく労働市場や労使関係の変貌を取り入れて個別企業の事業再編を解明しており、
広い視野で企業の事業再編をとらえた点は評価できる。このことはまた、1980 年代の製造業の衰退
と 1990 年代の製造業の事業再編を統一的に把握しようとする試みでもあり、アメリカ製造業企業の
分析に新たな視点を提供したものとして重要な意義がある。 
本論文の課題としては、研究の対象時期を今日まで延長したときに、今日のアメリカ経済とどのよ
うな関連があり、そのためには企業金融やコーポレート・ガバナンスについての研究が欠かせない。
また、個別企業の分析については経営学分野での研究水準からすると、企業内部に立ち入った地道な
調査や研究が必要とされる。今後、さらに研究を深めることで、こうした課題を克服していくことに
期待する。平成 21 年 1 月 6 日に開催された公聴会では、申請者の報告を受け、審査委員をはじめ研
究科教員からいくつかの問題点が指摘されたが、申請者の質問に対する応答も適切であった。 
以上、審査委員による審査結果を総合し、上記論文は課程博士の学位に値する優れた業績であると
判断する。 
 
 
 
 
 
